
 

仕 様 書（リース、レンタル用） 
総 合 企 画 局 デ ジ タ ル 化 戦 略 推 進 室 

（担当：神野、三田 電話 222-3257）  

 件 名 統合プロキシサーバ機器一式賃貸借  

契 約 期 間 令和９年３月１日～令和 14年２月 29日 

契 約 条 件 

１ 支払方法 

年度払い。ただし、端数が生じた場合は初回支払に含めるととも

に、初年度支払は１箇月分、最終支払は11箇月分とすることから、支

払い金額については以下の通り。 

⑴ 令和８年度  

契約金額の 60分の１（端数含む） 

⑵ 令和９～12年度  

契約金額の 60分の 12（小数点以下切り捨て） 

⑶ 令和 13年度 

契約金額の 60分の 11（小数点以下切り捨て） 

 

２ 期間満了後の物件の取扱い 

 

    業者引取り   ・   本市無償譲り受け 

 

※ ただし、引続き利用可能なソフトウェア及びライセンスについて

は本市無償譲受とする。 

 

３ 保守管理 

 

     含む     ・     含まない 

 

詳細については、次頁以降の詳細仕様書参照 

 

４ 予算が減額されたときの措置 

この契約は、「長期継続契約」とする。 

⑴ 京都市（以下「本市」という。）は、翌年度以降において当該賃

貸借料に係る歳出予算の金額について減額又は削除があった場合

は、この契約を解除することができる。 

⑵ ⑴の規定により、本市がこの契約を解除した場合において、この

契約の賃貸借の対象となった物件に係る受注者（複数の事業者で構

成する連合体が委託業務を履行する場合にあっては、当該連合体の

全ての構成員をいう。）の取得費用及び付随費用の合計額が、既に

本市が受注者に対して支払った賃貸借料を上回っていても、受注者

は、その差額を本市に請求することはできない。 

⑶ 受注者は、⑵に定めるもののほか、⑴の規定により本市がこの契

約を解除したために生じた損害の賠償について、本市に請求するこ

とはできない。 

 

５ その他 

京都市情報セキュリティ対策基準は契約課で交付する。 

注 本仕様について不明な点がある場合は、契約課の指示に従ってください。
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１ 概要 

⑴ 件名 

統合プロキシサーバ機器一式賃貸借 

⑵ 契約期間 

令和９年３月１日から令和 14年２月 29日まで 

⑶ 背景及び目的 

本件の目的は、京都市（以下「本市」という。）ネットワークに複数存在するプロキシサ

ーバを集約し、サーバ台数の削減と運用管理の一元化を行うものである。 

現状では通信量等が増えるごとに、プロキシサーバを追加構築しており、現状、CASB用プ

ロキシ９台、LBO用プロキシ５台、EDR用プロキシ２台、在宅PC用プロキシ１台、サーバ用プ

ロキシ１台、内部プロキシ２台が稼働している。 

これら本市ネットワーク内に稼働している複数のプロキシサーバをアプライアンス製品へ

集約することで、サーバ台数の削減と運用管理の一元化を図る。 

⑷ 調達内容と納入納品物 

統合プロキシサーバ機器一式賃貸借に必要な以下の作業とする。 

ア 調達内容 

(ｱ) ネットワークの設計 

(ｲ) ハードウェア一式（保守込）の納入 

(ｳ) 新規導入機器の設置及び設定 

(ｴ) ネットワークの構築 

(ｵ) 本契約の履行に伴う既存機器の設定 

(ｶ) ネットワークの動作確認 

(ｷ) 納品物の作成及び納入 

イ 納品物 

(ｱ) 納品物の納入とその時期 

納品物は表 1 のとおりである。納入時期については、京都市の指定する時期とする。 

表 1 納品物一覧 

No 納品物 内容 

 1 ハードウェア一式 ネットワークを構成する機器（マウントキット及びケー

ブル等の設置に必要な機器を含む。） 

 2 ライセンス一式 保証書、ライセンス証書（又はそれに代わる資料） 

 3 業務実施計画書 業務の目的、実施体制、実施内容、スケジュール、管理

方法等を実施計画としてまとめたもの。 

 4 WBS 必要作業を細分化したもの。WBSは作業項目の明確化とと

もに、スケジュール管理、工数の割り出しを行うため、

作業項目にスケジュール及び工数を併せて記載したも

の。 

 5 テスト計画書 構築したネットワークの品質を検査するために実施する

試験の内容について定義したもの 

 6 テスト仕様書兼結

果報告書 

テスト環境に関する仕様書及びテストの結果報告をまと

めたもの。 
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 7 基本設計書 

（外部設計書） 

ネットワークの要件を実現するために実装すべき機能や

基礎的な事項についてまとめたもの。（通信フロー、機能

設計、情報セキュリティ設計、運用設計、移行設計を含

む。） 

 8 詳細設計書 

（内部設計書） 

基本設計書で定められた内容を実現するために、それを

どう実現するかを具体的に定めたもので、各機器へ設定

するパラメータ等の設定根拠及び設定ルール等技術的な

事項をまとめたもの。 

9 ネットワーク構成

図 

ネットワーク構成をわかりやすくまとめたもの。物理構

成図と論理構成図の 2種類 

10 機器詳細書 機器ごとの品名、型番、シリアル番号、導入時期、ポー

トの接続状況についてまとめたもの。機器にソフトウェ

アが導入されている場合は、ソフトウェア名及びバージ

ョンについても記載を行うこと。 

11 保守運用資料 保守運用マニュアル、機器設定手順書、運用手順書（ソ

フトウェアバージョンアップ、セキュリティパッチ適用

手順等含む）、システム管理者の操作手順書、障害対応マ

ニュアル、保守・サポート体制表。 

12 各種会議資料 各種会議における議事録及び会議資料。 

納品物については、内容等について本市と事前に協議し、協議内容が反映されてい

ることの確認を受けること。 

(ｲ) 納入方法 

ドキュメント等の納品物については、当該納品物を記録した DVD-R 等の媒体で 2 部

を納品すること。また、Microsoft 365以降で編集できること。なお、付属マニュアル

や取扱説明書、ライセンス等は PDF化すること。 

(ｳ) 納品場所 

納品物については総合企画局デジタル化戦略推進室とする。 

(ｴ) 納品期限 

令和９年３月１日までに、機器等の設置及びテスト等を完了し、ネットワークが利

用可能な状態にすること。 

(ｵ) リース満了後の対応 

リース満了後、受注者にて機器設定等のデータ消去を行い、引取りを行うこと。 

⑸ 導入する環境及び前提条件 

ア 利用者数 

約 12,000人 

イ 端末情報 

本市にて利用する端末の仕様は表 2のとおりである。 

表 2 端末情報 

区分 OS ブラウザ 利用台数 

イントラネット

パソコン 

Microsoft Windows11以降 

のバージョンを利用 

Microsoft Edge 

Google Chrome 
約 10,000台 

ウ ネットワークの種類 

  表 3のとおり複数のネットワークを論理的に分割したネットワークを利用する。 
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表 3 ネットワーク情報 

区分 説明 

イントラネット 

（情報系ネットワーク） 

インターネット接続系ネットワーク。本市では行政業務情報

システム等の内部システムをイントラネットで利用してい

る。 

管理系ネットワーク ネットワーク機器の監視、運用のためのネットワーク。障害

監視やメンテナンス等の運用管理業務で利用している。 

エ 機器調達の範囲 

本契約は、目的の達成に必要なネットワーク機器の賃借に加え、統合プロキシサーバを対

象としたネットワーク設計、既存のネットワーク機器の設定変更を含む構築及び機器の設置

作業等が含まれる。現行のイメージ図について、「図１ 更新前のプロキシサーバのイメー

ジ図」を示す。また、本契約の調達機器範囲及び作業範囲について「図２ 更新後のプロキ

シサーバのイメージ図」を示す。 

 

なお、詳細な機器構成については「３ 構成要件」を参照のこと。 

  

図１：更新前のプロキシサーバのイメージ図 

  

図２：更新後のプロキシサーバのイメージ図 
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２ ネットワークの設計構築要件 

ネットワークの構築にあたっては、下記の要件を満たすものとする。 

⑴  基本要件 

ア 信頼性、保守性、可用性を重視するとともに、冗長性の高いネットワークを構築するこ

と。また、情報セキュリティ対策についても重視し、特に個人情報に対して高水準の機密

性と完全性とを実現すること。 

イ ネットワーク構築に必要となる機器、構成、配置を適正化すること（無駄な機器を排除

し、可能な限り機器の集約を行うこと。）。 

ウ 拡張性・柔軟性を持ったネットワークを構築すること。 

エ ソフトウェア（オペレーティングシステム含む。）について、導入段階で稼働実績があ

る保守対応が可能な最新バージョンを採用すること。 

オ 本市データセンター（以下「データセンター」という。）を中心としたネットワークを

構築すること。 

カ 導入機器の設置により、既存機器の設定変更等が必要な場合は漏れなく実施すること。 

キ 導入機器は監視可能とすること。ネットワーク運用管理業者にて常時監視を行うため、

監視に必要な設定についてはネットワーク運用管理業者と打合せして決定すること。打合

せに要する費用は、全て受注者の負担とする。 

ク ネットワーク運用管理業者が簡単に運用できる仕組みを整えること。また、これに係る

既存機器や既存システムの設定変更を行うこと。 

ケ ネットワーク構築に必要なネットワーク設計、機器設置に伴うケーブル配線、ネットワ

ーク機器設置、動作確認テスト等の作業を全て実施すること。また、必要なケーブルやコ

ネクタ等、全ての物品は受注者にて準備すること。 

コ インターネットへ接続しない環境でネットワーク機器を運用することができる仕組みを

整えること。 

⑵  統合プロキシサーバネットワーク構築要件 

本市で導入した「表 4 既設プロキシサーバ一覧」で示す各プロキシの機能を実現できるよ

うに設計・設定すること。また、必要に応じてロードバランサの設定変更も実施すること。 

表 4 既設プロキシサーバ一覧（仮想サーバ） 

No 名称 
RedHat 

Enterprise 

Linux バージョン 

Squid 

バージョン 
機能 

台数 

1 CASB用 

プロキシ 

9.4 5.5 CASB製品「Skyhigh」にアクセス

するためのプロキシ機能を提供す

る。 

9 

2 LBO用 

プロキシ 

9.4 5.5 Microsoft関連及び特定通信先向

けの通信を中継・制御する機能を

提供する。 

5 

3 EDR用 

プロキシ 

8.10 4.15 端末のログを集約し、EDRクラウ

ドへ安全に中継・制御する機能を

提供する。なお、EDRの通信につ

いてはホワイトリストの設定によ

りパススルーしている。 

2 
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4 在宅 PC 用 

プロキシ 

8.1 4.4 イントラ端末からマジックコネク

トへの通信を中継・制御する機能

を提供する。なお、各拠点から

magicconnect.netの通信につい

てはホワイトリストの設定により

パススルーしている。 

1 

5 サーバ用 

プロキシ 

8.3 4.15 INET-JOHO用 squidからサーバ用

の通信を中継・制御する機能を提

供する。なお、INET-JOHO用

squidでは接続元から接続先への

制御設定により通信制御してい

る。 

1 

6 内部 

プロキシ 

8.3 4.15 HTTPおよび FTPプロキシ機能を

提供する。 

イントラ端末に対して PACファイ

ルを提供する。 

2 

ア 構築期限 

令和９年３月１日までに機器設置及びテスト等を完了し、利用できる状態にすること。 

イ 作業要件 

(ｱ) 他のフロアに影響するような大きな音のする作業については、本市担当者の事前承

諾のうえ実施すること。 

(ｲ) 作業場所への材料・機器搬入に伴う資材搬入は、施設管理者と調整の上、搬入を行

うこと。 

ウ 設計・構築要件 

(ｱ) 現状の機能を踏襲かつ今後の拡張性を考慮し設計、構築を行うこと。 

(ｲ) イントラネット、管理系ネットワークが利用できるようにすること。 

(ｳ) データセンター内に設置する統合プロキシサーバの監視ができるように設計するこ

と。 

(ｴ) 納品機器の一覧を本市の様式で作成すること。 

(ｵ) 今後の運用にあわせ、機器の設定に適切なコメントを記載すること。 

(ｶ) 機器のホスト名は本市と協議の上、ルールに従って設定すること。 

(ｷ) SNMP は読み取りのみ可能となる設定を行い、監視機器からのみ参照可能とすること。 

(ｸ) パスワード、シークレットキー等に関する情報は暗号化すること。 

(ｹ) 機器の管理接続については、管理系ネットワークからのみログイン可能となるよう

にアクセス設定を行うこと。 

(ｺ) リンクダウン、モジュール故障等については、監視装置で管理できるように設定す

ること。 

(ｻ) NTP サーバとの時刻同期の設定を適切に行うこと。NTP サーバと同期する機能がない

機器に関しては、手動で時刻を設定すること。 

(ｼ) すべての機器の設定は、障害の際に復旧できるようバックアップを取っておくこと。 

(ｽ) 各機器のログは本市の指定する Syslogサーバに転送する設定を行うこと。 

(ｾ) 各機器のアカウントを一覧化すること。 

(ｿ) 本市担当者、ネットワーク運用管理業者用の操作手順書や運用手順書を作成するこ
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と。これらの手順書には、導入する機器の設定の確認、変更、保存方法や機器交換後

の設定の導入方法等、詳細に記載するとともに、機器メーカが提供するマニュアルに

記載の無い本市に適合した操作可能な時間帯等の詳細についても記載すること。 

エ 設置要件 

(ｱ) 統合プロキシから既存のネットワーク機器までの LAN ケーブルの敷設は本調達に含

めること。このほかに不足するケーブルは受注者にて準備すること。 

(ｲ) 使用するケーブルの仕様は、本市と協議のうえ確定すること。 

(ｳ) ラック内で使用する電源タップが不足する場合は調達に含めること。 

オ その他要件 

(ｱ) ネットワーク設計構築に必要なネットワーク機器及びケーブル類の部材等について

は、全て受注者で用意すること。 

(ｲ) 本工事実施に伴い必要な電源設備については、データセンター内のものを無償で利

用できるものとする。 

(ｳ) ケーブル等は、余裕ある性能を有するものを使用し、ねじれ等が生じないよう、ま

た強い張力などを与えないよう、慎重に入線及び配線を行い、色分け線及び名札等に

よって判別可能なよう敷設するものとする。 

(ｴ) 監視対象機器に関しては、本市が委託しているネットワーク運用管理業者にて常時

監視を行うため、監視に必要な設定については運用委託業者と打ち合わせを実施して

決定すること。 

(ｵ) 導入する機器の視認性を高めるため、本市の指定する様式にて各機器にシールを貼

付すること。 

(ｶ) この仕様書に定めなき事項、又はこの業務の施工に当たり疑義が生じた場合は、必

要に応じて本市担当者と協議を行うものとする。 

 

⑶ 情報セキュリティ要件 

システムの構築に当たっては、情報セキュリティ対策として市場に認知されている必要最低

限の対策については、全て網羅し、『【別紙】京都市情報セキュリティ対策基準』を順守し、本

市が要求する情報セキュリティ水準を満たすとともに、以下の対策を講じること。 

 

ア 構築時点の技術で実現可能な対策を現実的な方法で行うこと。 

イ ネットワーク稼働時点での必要な機能に加えて、稼働期間全体に渡っての継続的なレベ

ルアップ（セキュリティパッチ等を遅滞なく適応することができる等）が可能であるネッ

トワーク構成にすること。 

ウ ネットワークの構築及び機器並びにソフトウェア保守においても、受注者は十分な情報

セキュリティ対策を行うこと。また、運用面での対策が必要な場合、ネットワーク運用管

理業者への引継ぎを行うこと。なお、引継ぎに掛かる費用については、受注者負担で行う

ものとする。 

エ 導入機器に搭載されているソフトウェア（オペレーティングシステム含む。）について、

ネットワークの稼働までに発見されている脆弱性等に関して、適切な処置を行うこと。 



7 

 

オ 機器を運用するために必要となるアカウントを作成し、パスワードによる認証を行うこ

と。 

カ 管理者権限を持つ ID、パスワードは、本市と協議の上、デフォルト以外のものを設定す

ること。また、管理者権限が存在する場合には、管理者権限と同じパスワードを利用者権

限のパスワードとして設定してはならない。 

キ 機器へのログイン、障害記録等の状況を把握するために必要なログを取得すること。 

ク システム及びデータのバックアップが取得でき、システム及びデータの復旧を可能とす

ること。 

⑷ 信頼性の要件 

ア 構築するネットワークについては、単一障害点のない冗長化構成とすること。ただし、

機器や回線、ケーブル配線等が冗長化されていない等の理由から、本市が認めた場合はこ

の限りでない。 

イ 冗長化構成としている箇所のネットワークに障害が発生した場合には、ネットワークの

利用を継続した状態で保守が可能であること。 

ウ 安全かつ信頼性の高いネットワークを構築すること。 

エ 障害発生から速やかに復旧できるよう機能を設計するとともに、復旧手順を整えること。 

オ 障害発生時等に速やかに機器の交換ができるよう、ネットワーク機器等の設定情報を取

り出せる仕組みを有すること。 

⑸ 中立性の要件 

ア 構築事業者に依存することがないように、可能な限り一般的な技術を用いること。 

イ ネットワークの構築に当たっては、特定の事業者が所有する特許その他の権利に依存せ

ず、他の事業者がネットワークの運用保守及び改修を引継ぐことが可能な構成とすること。 

ウ 上記ア及びイについて、本市が認めた場合は、この限りではない。 

⑹ その他要件 

ア ネットワーク構築作業開始までに、構築に必要となるネットワーク環境の設計及び事前

検証を完了させること。 

イ 本契約の履行により、導入済みの機器に設定変更が生じた場合、本件受注者が責任を持

って移行設計・設定変更作業を行うこと。 

ウ 本契約の履行により、既存ドキュメントについて改版が必要な場合は改版を行うこと。 

 

３ 構成要件 

⑴  統合プロキシサーバに必要な機器 

本調達で納品する機器の数量は表 5 のとおりを想定しているが、本市が必要とする機能を

有するとともに、著しい性能低下等がない場合は、受注者の設計により数量が増減しても差

し支えない。 

なお、本仕様書に明記されていない場合であっても、ネットワーク構築及び利用のため当

然備えるべきハードウェア及びソフトウェアについては、受注者負担で準備するものとする。

ア ハードウェア 

表 5 統合プロキシサーバハードウェア 
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No 名称 台数 保守対応 設置場所 

1 統合プロキシサーバ 2 
24時間 365日オン

サイト保守(※2) 
データセンター 

(※1) データセンターの住所については、受注者のみに開示する。 

(※2) 構築・検証期間及び導入後 5 年間の保守ライセンス（「５ 保守の要件」を満た

す。）を付けること。 

イ ライセンス 

構築期間及び導入後 5年間必要となるライセンス 

⑵  機能要件 

納品物である統合プロキシサーバのハードウェア及びソフトウェア並びにライセンスにつ

いては、下記の要件を満たすこと。 

 

項目 要件 

構成 １ 冗長構成とすること。 

２ アプリケーションスループットは50Gbps以上の性能を

有すること。 

３ 最大 L4コネクション数が毎秒 2,000,000以上であるこ

と。 

４ 最大 L7 コネクション数が毎秒 750,000 以上であるこ

と。 

５ SSL機能（鍵長 2048bit）において、RSA の場合で最大

毎秒 60,000コネクション以上、ECDSA の場合で最大毎秒

35,000コネクション以上であること。 

６ L3 機能としてスタティックルーティング、BGP、

OSPF、RIPの利用が可能であること。 

７ SSLi の設定において WIZARD 形式で設定が可能である

こと。 

８ WEB ベースの GUI で設定が可能で、日本語を含めた多

言語に対応していること。また、CLI でも設定が可能な

こと。 

９ HTTP ヘッダとクラスリストを比較して、Microsoft365

通信判定および転送処理を行えること。 

10 10/100/1000BASE-T インターフェイスを 6 以上有する

こと。 

11 1000BASE-X（SFP）インターフェイスを2以上有するこ

と。 

12 1000/10GBASE-X（SFP/SFP+）インターフェイスを 8 以

上有すること。 

13 10GBASE-X（SFP+）インターフェイスを4以上有するこ

と。 

14 10GBASE-SR光モジュールを 4本実装すること。 

15 SSDを搭載していること。 

16 寸法（WDH）は W445×D458×H45mm 以下であること。 

17 重量は 9kg以下であること。 

18 消費電力は 230W以下であること。 

19 電源ユニットは 80 plus platinum 認定を取得している

こと。 

20 冗長電源を標準搭載し、ホットスワップに対応するこ
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と。 

 

４ ネットワークの導入の要件 

⑴ 基本要件 

ア 既存のシステムと一体となって稼働させるためのネットワーク設計を行うこと。また、

既存のシステムへの影響が少ない設計を行うこと。 

イ ネットワークの設計方針等について、本市及びネットワーク運用管理業者に説明を行い、

承諾を得たうえで、機器の接続を行うこと。 

ウ 既存のネットワーク機器の設定変更が必要な場合は、当該設定変更作業を行うこと。受

注者の責任において本業務を完遂できない場合は、ネットワーク運用管理業者との十分な

調整を行い、対応を協議すること。これに要する全ての費用については、受注者の負担と

する。 

エ 既存のネットワークを停止する必要がある場合は、日程等の協議を行い、事前に本市の

承認を受けること。（原則、平日夜間及び休日のみ停止可能である。）ただし、可能な限り

既存のネットワークの停止は行わない方法を検討すること。 

オ イントラネット、基幹系ネットワーク、独自系ネットワーク、管理系ネットワーク等、

6 つのネットワークが本市に存在するが、情報セキュリティ対策の観点からネットワーク

を分離した適切なネットワーク設計とすること。その際、例外事項がある場合は、本市と

協議して方針を決定すること。 

カ 各 VLANやインターフェースには、必要な IPアドレスの設定を行うこと。 

キ 通信制限やしきい値等の設定に関して、チューニングが必要な際には、本市と協議の上

決定し、適切に設定すること。 

ク 構築期間中に発生した不具合について、適切に対応を行うこと。 

⑵ テスト要件 

ネットワークの構築及び運用開始に当たり、必要と考えられるテストとその手法をテスト

計画書として取りまとめ、本市の承認を受けた後にテストを実施すること。また、テスト結

果は、テスト結果報告書として取りまとめ、本市の承認を受けること。 

⑶ 研修 

ア ネットワーク機器の操作説明のため、本市担当者及びネットワーク運用管理業者を対象

とした研修を 1回以上実施すること。 

イ 研修の実施時期、会場、研修用環境の構築については、本市担当者と事前に協議を行う

こと。 

ウ 研修テキストの作成を行うこと。 

エ 研修後も不明点等ある場合は、電話やメール（必要に応じて打合せ等）を通じて、不明

点等の解決のために支援等を行うこと。 

 

５ 保守の要件 

⑴ 基本事項 

ア 保守範囲については、本契約で導入する全てのハードウェア及びソフトウェア（オペレ
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ーティングシステムを含む。）とする。 

イ 保守業務が煩雑となることを防ぐため、ハードウェア保守及びソフトウェア保守に関す

るネットワーク運用管理業者からの問合せ窓口は、一覧化すること。 

⑵ ハードウェア保守 

ア ネットワーク機器に障害が発生した場合、本市担当者又はネットワーク運用管理業者か

らの連絡をもとに、速やかに技術員を派遣し、機器の修理又は取替えを行うこと。 

イ 保守業務に必要となる交換部品等については、交換作業時に交換部品等が遅滞なく手配

できる体制をとること。 

ウ 障害発生の連絡を受けてから技術員の派遣を行い、保守対象機器のもとへ２時間以内を

目途に到着していること。 

⑶ ソフトウェア保守 

ア 本市担当者又はネットワーク運用管理業者からの連絡をもとに、稼働するソフトウェア

（オペレーティングシステムを含む。）の障害特定、分析及び解決の支援を行うこと。 

イ ソフトウェア（オペレーティングシステムを含む。）の最新バージョンやパッチの提供、

技術支援を行うこと。 

ウ ソフトウェア（オペレーティングシステムを含む。）のプログラムコードに関する修正

情報、使用上の制限及び回避措置に関する情報の提供を行うこと。 

⑷ 受付（対応）時間 

ア ハードウェア保守 

24時間 365日の受付窓口を設置し、オンサイト保守を実施すること。 

イ ソフトウェア保守 

平日午前 9 時から午後 5 時までの受付窓口を設置し、保守対応を行うこと。ただし、本

市の業務に重大な影響を及ぼす場合は、事態収拾のために必要な対応を速やかに実施する

こと。 

※ 平日とは、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日並びに 1 月 2 日、

同月 3日及び 12 月 29日から同月 31日まで以外の日とする。 

 

６ 実施体制等の要件 

⑴ 実施体制 

ア 本市と同程度の規模（職員数もしくはユーザ数 10,000 名以上）の組織におけるプロジ

ェクト参加経験者を最低 1名以上含めること。 

イ 本業務の実施に当たっては、プロジェクトの進行管理を適切に行うこと。 

ウ プロジェクト体制に、ネットワークスペシャリストの資格を有する業務従事者を必ず配

置し、プロジェクト計画書で別途定める本市とのプロジェクト定例会に参加すること。 

エ 上記ア及びウの根拠資料（資格証明書の写し等）はプロジェクトの体制構築後すみやか

に本市宛に送付すること。 

  なお、本業務従事者は、同一人物でも別人物でも構わない。 

⑵ 管理方法 

ア プロジェクト管理 
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運用開始までに定期的に定例会を行うこと。（開催頻度については、プロジェクトの進

捗状況によるものとする。） 

イ 議事録 

本市と定例会（簡易な打合せを含む。）を行った場合は、議事録を作成し、3営業日以内

に本市担当者へ提出を行うこと。（3営業日以内に次回の定例会及び打合せがある場合は、

次回定例会及び打合せまでに本市担当者へ提出を行うこと。） 

ウ 構成管理報告 

受注者は、構築するネットワークを構成する全ての要素について最新の状態を把握する

こと。また、構築するネットワークを構成する全ての要素について変更があった場合は、

構成管理報告書の提出を本市担当者へ行い、承認を受けること。 

⑶ 導入 

ア データセンターにおいて作業を実施する場合は、作業期間及び作業時間について事前に

本市と協議すること。 

イ 本市が承認した作業場所以外で業務を行わないこと。 

ウ 作業後の立ち合い等、作業後の障害対応及び原因特定を行える体制を用意すること。 

エ 作業に起因するトラブルや、作業と同じ時間帯に既存の環境にトラブルが発生した際に

は直ちに調査を開始し、原因が作業に伴うものと認められた場合は速やかに対処するとと

もに、経緯や結果の報告を提出すること。 

 

７ 制約条件 

⑴ 作業の実施場所は、本市が指定し、又は許可した場所で実施しなければならない。 

⑵ 本市のネットワークに外部から接続することはできない。 

⑶ 本市のネットワークに、許可されていない端末を接続することはできない。 

⑷ 既存のイントラネットとの連携ついては、正常な動作を確認し、本市担当者から承認を受

けること。 

 

８ 特記事項（著作権について） 

⑴ 著作権その他の権利の帰属 

本契約に係る業務を遂行するに当たって、新たに発生した納品物（市販の汎用アプリケー

ション等パッケージソフトに帰属する部分を除く。）の著作権（著作権法第 27条及び第 28条

に規定する権利を含む。）その他権利については、本市に帰属するものとし、受注者は成果

物に関する著作者人格権を行使しない。 

⑵ 第三者が権利を有する権利の利用 

本契約の範囲内で、第三者が権利を有する著作物又は知的所有権等を利用する場合は、受

注者の責任において、その権利の使用に必要な費用を負担し、使用許諾契約に係わる一切の

手続を行うこと。 

⑶ 本市に帰属しない著作物 

本契約の範囲内で、本市に帰属しない著作物がある場合にあっては、受注者は、本市に当

該著作物の関連文書を納品物として納入するものとし、この関連文書についても上記⑴及び
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⑵に準じて取扱うこと。 

 

９ 留意事項 

⑴ 業務遂行方法 

本業務は、本仕様書によるほか、本仕様書に定めのない事項については、本市と密な協議

を行い、その指示により実施する。 

また、本業務の全部又は一部を再委託する場合、再委託の内容、再委託の相手方、再委託

の理由等を付して書面によりあらかじめ本市に申請し、その承諾を得なければならない。ま

た、承諾を受けた業務について、再委託先がさらに再々委託を行うことはできない。 

⑵ 内容及び成果 

本業務の内容及び成果については、受注者において充分審査のうえ実施し、又は報告する。 

⑶ 成果物 

受注者は、本業務の内容、成果品について、本市の許可なく、他に公表、使用、譲渡、販

売又は貸与してはならない。 

 

10 用語の説明 

用語 説明 

京都市データセンター 京都市が契約するデータセンターのこと。場所について

は、受注者のみに開示する。 

ネットワーク運用管理業者 イントラネット、基幹系ネットワーク、その他ネットワ

ークの運用管理を行っている事業者のこと。 
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令和５年４月１日 

 

電子計算機の保守を含む賃貸借契約に係る共

通仕様書 

 

（総則） 

第１条 この電子計算機の保守を含む賃貸借契約に係る共通仕様書（以下「共通仕様書」とい

う。）は、電子計算機の保守を含む賃貸借において、情報セキュリティの確保など賃貸借契約

の適正な履行を確保するために共通して必要となる事項を定めるものである。 

２ 共通仕様書に定める内容と個別仕様書に定める内容との間に相違がある場合は、個別仕様書

に定める内容が優先する。 

 

（履行計画） 

第２条 賃貸人（複数の事業者で構成する連合体がこの契約を履行する場合にあっては、当該連

合体の全ての構成員をいう。以下「乙」という。）は、この契約の履行に着手する前に、履行

日程及び履行方法について京都市（以下「甲」という。）に届け出て、その承諾を得なければ

ならない。 

２ 乙は、甲がこの契約の内容を変更した場合に、履行日程又は履行方法を変更するときは、あ

らかじめ甲の承諾を得なければならない。乙の事情により、履行日程又は履行方法を変更する

ときも、同様とする。 

 

（秘密の保持） 

第３条 乙は、この契約の履行により直接又は間接に知り得た個人情報及び秘密を第三者に漏ら

してはならない。契約期間終了後又は契約解除後も、同様とする。 

 

（目的外使用の禁止） 

第４条 乙は、次に掲げるものをこの契約の履行以外の目的に使用してはならない。 

⑴ 賃貸物件 

⑵ 甲が乙に支給する物品（以下「支給品」という。）及び貸与する物品（以下「貸与品」と

いう。） 

⑶ 契約の履行に関し作成された入出力帳票、フロッピーディスク、磁気テープ、磁気ディス

ク、光磁気ディスク、光ディスク、半導体メモリその他の記録媒体に記録された情報（賃貸

物件に記録された情報及び甲が提供した情報を含む。以下「データ」という。） 

 

（複写、複製及び第三者提供の禁止） 

第５条 乙は、賃貸物件、支給品、貸与品及びデータについて、複写し、複製し、又は第三者に

提供してはならない。ただし、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（作業責任者等の届出） 
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第６条 乙は、この契約の履行に係る作業責任者及び作業従事者を定め、書面によりあらかじめ

甲に報告しなければならない。これを変更するときも、同様とする。 

２ 作業責任者は、共通仕様書に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督しなければ

ならない。 

３ 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、共通仕様書に定める事項を遵守しなければならな

い。 

４ 乙は、全ての作業責任者及び全ての作業従事者から共通仕様書に定める事項を遵守する旨の

誓約書を徴し、甲から求めがあった場合は、これを甲に提出しなければならない。 

 

（教育の実施） 

第７条 乙は、全ての作業責任者及び全ての作業従事者に対して、情報セキュリティに対する意

識の向上、共通仕様書において遵守すべき事項その他契約の適切な履行に必要な事項について、

教育及び研修を実施しなければならない。 

２ 乙は、個人情報を取り扱うに当たっては、個人情報を取り扱う全ての作業責任者及び全ての

作業従事者に対し、個人情報の保護に関する法律及び京都市個人情報保護条例の罰則規定を周

知するとともに、個人情報保護のための教育及び研修を実施しなければならない。 

３ 乙は、前２項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、及び実施体制を整備

しなければならない。 

 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第８条 乙は、この契約を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に履行させる場合

は、正社員以外の労働者に契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うもの

とする。 

 

（再委託の禁止） 

第９条 乙は、この契約に係る義務の履行の全部又は一部を第三者へ委託（以下「再委託」とい

う。）してはならない。ただし、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 乙は、再委託する場合は、再委託の内容、再委託の相手方、再委託の理由等を付して書面に

よりあらかじめ甲に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 乙は、再委託する場合は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとと

もに、甲に対して、再委託の相手方の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

４ 乙は、再委託する場合は、再委託の相手方との契約において、再委託の相手方を監督するた

めの手続及び方法について具体的に規定しなければならない。 

５ 乙は、再委託する場合は、再委託先における履行状況を管理するとともに、甲の求めに応じ

て、その状況を甲に報告しなければならない。 

 

（データ等の適正な管理） 

第 10 条 乙は、賃貸物件及びデータの授受、処理、保管その他の管理に当たっては、内部にお
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ける責任体制を整備し、賃貸物件のき損、紛失、盗難等の事故及びデータの漏えい、滅失、き

損、紛失、改ざん、盗難等の事故を防止するなどその適正な運営に努めなければならない。 

２ 乙は、この契約の履行に当たって使用する電子計算機室その他の作業場所（以下「電子計算

機室等」という。）を定め、書面によりあらかじめ甲に報告しなければならない。これを変更

するときも、同様とする。 

３ 乙は、甲の電子計算機室等を使用する場合は、甲に対しこの契約の履行に着手する前に、甲

の電子計算機を使用する作業責任者及び作業従事者の氏名、作業内容及び従事期間を届け出な

ければならない。また、甲の電子計算機を使用しなくなった作業責任者及び作業従事者の氏名、

理由を届け出なければならない。 

４ 乙の作業責任者及び作業従事者は、甲の電子計算機室等に入退室するときは、事前に甲の許

可を受けなければならない。 

５ 乙は、第２項で定める乙の電子計算機室等について、外部からの侵入が容易でない場所に配

置するとともに、地震、水害、落雷、火災、漏水等の災害及び盗難等の人的災害に備えて、必

要な保安措置を講じなければならない。 

６ 乙は、第２項で定める乙の電子計算機室等について、次に掲げる入退室管理を行わなければ

ならない。 

⑴ 電子計算機室等に入室できる者を、乙が許可した者のみとすること。 

⑵ 入室を許可されていない者が電子計算機室等に入室することを防止するための必要な措置

を講じること。 

⑶ 入室を許可された者が電子計算機室等に入室し、又は退室するときは、日時、氏名等を入

退室管理簿に記録すること。 

７ 乙は、甲から賃貸物件及び契約の履行において利用するデータの引渡しを受けたときは、甲

に受領書を提出しなければならない。 

８ 乙は、個人情報を取り扱うに当たっては、個人情報を適正に管理させるために、個人情報管

理責任者を置かなければならない。 

９ 乙は、契約の履行のために入力機器、電子計算機及び記録媒体を使用するに当たっては、次

に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 乙が許可した者以外の者が入力機器、電子計算機及び記録媒体を使用すること及びこれに

記録されているデータを閲覧することがないよう必要な措置を講じること。 

⑵ 入力機器、電子計算機及び記録媒体に、情報漏えいにつながると考えられる契約の履行に

関係のないアプリケーションをインストールしないこと。 

⑶ 個人の所有する入力機器、電子計算機及び記録媒体を使用しないこと。 

10 乙は、甲及び乙の電子計算機室等からデータを持ち出してはならない。ただし、甲の承諾を

得た場合は、この限りでない。 

11 乙は、甲及び乙の電子計算機室等からプログラム、データ等を電子データで持ち出す場合は、

電子データの暗号化処理又はこれと同等以上の保護措置を施さなければならない。 

12 乙は、賃貸物件及びデータの輸送、搬入出を自ら行わなければならない。ただし、甲の書面

による同意を得た場合は、この限りでない。 

13 甲は、データの全部又は一部の漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、盗難等による被害が生
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じた場合は、契約書第１０条第１項第１号に該当するとして契約を解除することができる。賃

貸物件のき損、紛失、盗難等による被害が生じた場合も、同様とする。 

14 乙は、データの全部又は一部の漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、盗難等があったときは、

甲の指定するところにより、代品を納め、原状に復し、損害（第三者に及ぼした損害を含む。

以下同じ。）を賠償し、又は代品を納め、若しくは原状に復するとともに損害を賠償しなけれ

ばならない。賃貸物件のき損、紛失、盗難等があったときも、同様とする。 

15 乙はこの契約を履行するために賃貸物件の記録媒体の交換が必要となる場合は、交換により

不要となった記録媒体は、記録されているデータを消去するなど復元不可能な状態にしなけれ

ばならない。 

 

（データ等の廃棄） 

第 11 条 乙は、契約の履行が完了したとき、契約の内容が変更されたとき又は契約が解除され

たときは、甲の指示に従い、データを廃棄し、消去し、又は甲に返還し、若しくは引き渡さな

ければならない。 

２ 乙は、前項の規定により、データの廃棄又は消去を行うに当たっては、次に掲げる事項を遵

守しなければならない。 

⑴ 復元又は判読が不可能な方法により廃棄又は消去を行うこと。ただし、個人番号利用事務

系（個人番号利用事務又は戸籍事務に関わる情報システムをいう。）の情報を取り扱ってい

た場合は、本市の承諾を受けない限り、物理的に破壊する方法により行うこと。 

⑵ 廃棄又は消去の際に、甲から立会いを求められたときはこれに応じること。 

⑶ 廃棄又は消去を行った後速やかに、廃棄又は消去を行った日時、担当者名及び処理内容を

記録した証明書等により甲に報告すること。なお、甲から当該証明書等の提出期限の指定及

び処理の証拠写真の提出を求められた場合には、これらに応じること。 

 

（監督） 

第 12 条 乙は、賃貸物件及びデータの管理状況並びにこの契約の履行状況について、甲の指示

に従い、定期的に甲に報告しなければならない。 

２ 甲は、必要があると認める場合は、契約内容の遵守状況及びこの契約の履行状況について、

いつでも乙に対して報告を求め、乙の電子計算機室等に立ち入って検査し、又は必要な指示等

を行うことができるものとする。 

 

（事故の発生の通知） 

第 13 条 乙は、賃貸物件のき損、紛失、盗難等の事故又はデータの漏えい、滅失、き損、紛失、

改ざん、盗難等の事故が生じたときは、直ちに甲に通知し、その指示に従い、遅滞なく書面で

報告しなければならない。契約期間終了後又は契約解除後も、同様とする。 

２ 乙は、賃貸物件のき損、紛失、盗難等の事故又はデータの漏えい、滅失、き損、紛失、改ざ

ん、盗難等の事故が生じた場合に備え、甲その他の関係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防

止、復旧、再発防止の措置等を迅速かつ適切に実施するために、緊急時対応計画を定めなけれ

ばならない。 
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３ 甲は、賃貸物件のき損、紛失、盗難等の事故又はデータの漏えい、滅失、き損、紛失、改ざ

ん、盗難等の事故が生じた場合は、必要に応じて当該事故に関する情報を公表することができ

る。 

 

（支給品及び貸与品） 

第 14 条 支給品及び貸与品の品名、数量、引渡時期及び引渡場所は、個別仕様書に定めるとこ

ろによる。 

２ 乙は、前項に定めるところにより、支給品又は貸与品の引渡しを受けたときは、遅滞なく甲

に受領書又は借用書を提出しなければならない。 

３ 乙は、支給品及び貸与品を善良な管理者の注意をもって保管しなければならない。 

４ 乙は、この契約の履行が完了したとき、契約の内容が変更されたとき又は契約が解除された

ときは、個別仕様書に定めるところにより、不用となった支給品及び貸与品を、使用明細書を

添えて甲に返還しなければならない。 

５ 乙は、故意又は過失により、支給品又は貸与品の全部又は一部を滅失し、又はき損したとき

は、甲の指定するところにより、代品を納め、原状に復し、損害を賠償し、又は代品を納め、

若しくは原状に復するとともに損害を賠償しなければならない。 

 

（検査の立会い及び引渡し） 

第 15 条 甲は、契約書第５条第１項の検査に当たり、必要があると認めるときは、乙を検査に

立ち会わせることができる。この場合において、乙が検査に立ち会わなかったときは、乙は、

検査の結果について異議を申し立てることができない。 

２ 甲は、契約書第５条第１項の検査に当たり、必要があると認めるときは、賃貸物件を稼動さ

せ検査することができる。この場合において、当該検査に直接要する費用は、乙の負担とする。 

３ 甲は、賃貸物件に障害が発生し、その障害の内容及び程度が当該情報システムの運用に重大

な影響を及ぼすものであると判断する場合は、乙に対し、当該障害について報告を求めること

ができる。乙はこれに対し、甲が定める期間内に誠実に対応しなければならない。 

 

（契約の解除） 

第 16 条 甲は、乙が個別仕様書又は共通仕様書の内容に違反していると認めたときは、契約書

第１０条第１項第１号に該当するとして契約を解除することができる。 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除したときは、乙に損害賠償の請求を行うことがある。 

３ 乙は、第１項の規定により契約の解除があったときは、甲にその損失の補償を求めることは

できない。 

 

（損害賠償） 

第 17 条 乙の故意又は過失を問わず、乙が個別仕様書又は共通仕様書の内容に違反し、又は怠

ったことにより、甲に損害を与えた場合は、乙は、甲にその損害を賠償しなければならない。 

 

（契約不適合責任） 
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第 18 条 甲は、引渡しを受けた契約目的物が種類、品質又は数量に関して契約の目的に適合し

ないものであるとき（その引渡しを要しない場合にあっては、この契約に付随する業務が終了

した時に当該業務の目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないとき）は、乙に対

してその不適合（以下本条において「契約不適合」という。）の修正等の履行の追完（以下本

条において「追完」という。）を請求することができ、乙は、当該追完を行うものとする。た

だし、甲に不相当な負担を課するものではないときは、乙は甲が請求した方法と異なる方法に

よる追完を行うことができる。 

２ 甲は、契約不適合により損害を被った場合、乙に対して損害賠償を請求することができる。 

３ 甲は、契約不適合について、追完の請求にもかかわらず相当期間内に追完がなされない場合

又は追完の見込みがない場合で、契約不適合により契約の目的を達することができないときは、

契約書第１０条第 1項第 1号に該当するとして契約の全部又は一部を解除することができる。 

４ 乙が本条に定める責任その他の契約不適合責任を負うのは、契約書第５条第１項の検査に合

格した日（契約に付随する業務にあっては、当該業務の一工程の履行が完了した日）から２年

以内に甲から契約不適合を通知された場合に限るものとする。ただし、契約書第５条第１項の

検査に合格した時点（契約に付随する業務にあっては、当該業務の一工程の履行が完了した時

点）において乙が契約不適合を知り若しくは重過失により知らなかった場合、又は契約不適合

が乙の故意若しくは重過失に起因する場合にはこの限りでない。 

５ 第１項から第３項までの規定は、契約不適合が甲の提供した資料等又は甲の与えた指示によ

って生じたときは適用しない。ただし、乙がその資料等又は指示が不適当であることを知りな

がら告げなかったときは、この限りでない。 

 

（作業実施場所における機器） 

第 19 条 この契約の履行に必要となる機器、ソフトウェア及びネットワーク（以下「機器等」

という。）については、乙が準備するものとする。ただし、甲が機器等を貸与する場合は、こ

の限りでない。 

２ 乙は、この契約の履行に必要となる機器等を甲のネットワークに接続する場合は、事前に甲

の許可を受けなければならない。 

３ 乙は、この契約の履行のために甲の保有する機器にソフトウェアをインストールする必要が

ある場合、事前に甲の許可を得なければならない。また、当該ソフトウェアが不要となった場

合は速やかに消去しなければならない。 

 


